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平成 23年５月２日 

各   位 

会 社 名 東京日産コンピュータシステム株式会社

代表者名 代表取締役社長 齊 藤  学

(ＪＡＳＤＡＱ・コード 3316) 

問合せ先 経 理 部 長 赤 木 正 人

電 話 0 3－ 5 4 6 6－ 5 5 3 0 (代 表 )  

 

業績予想の修正及び特別損失の計上に関するお知らせ 

 

最近の業績動向を踏まえ、平成22年 10月 27日に公表した業績予想を下記の通り修正いたしましたのでお

知らせいたします。また、下記の通り特別損失の計上を行うこととなりましたので、あわせてお知らせいた

します。 

 

記 

（金額の単位：百万円） 

平成23年３月期通期連結業績予想数値の修正(平成22年４月１日～平成23年３月31日) 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 

前回発表予想(Ａ) ７,４９０ ３００ ３００ １９５ １５,４７６.１９ 

今回発表予想(Ｂ) ８,８９２ ２５４ ２５７ １５１ １１,９８４.１３ 

増 減 額(Ｂ－Ａ) １,４０２ △４６ △４３ △４４ ― 

増 減 率(％) １８.７ △１５.３ △１４.３ △２２.６ ― 

(ご参考)前期実績 

(平成22年３月期) 
７,５７２ １４３ １４７ ９８ ７,８２３.２４ 

 

平成 23年３月期通期個別業績予想数値の修正(平成22年４月１日～平成23年３月31日) 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 

前回発表予想(Ａ) ５,９３０ ２７５ ２７５ １７０ １３,４９２.０６ 

今回発表予想(Ｂ) ７,３２９ ２２７ ２３１ １２５ ９,９２０.６３ 

増 減 額(Ｂ－Ａ) １,３９９ △４８ △４４ △４５ ― 

増 減 率(％) ２３.６ △１７.５ △１６.０ △２６.５ ― 

(ご参考)前期実績 

(平成22年３月期) 
６,４９３ １６６ １７０ １２２ ９,７１２.７１ 

 

修正の理由 

(１)通期連結業績予想 

  上半期は、一昨年のリーマンショック以降抑制されていた企業のＩＴ投資に回復の兆しが見られ、ハー

ドウェアビジネスを中心に売上高が増加したものの、下半期は経済環境の不透明感を反映し、顧客企業の

ＩＴ投資に対する慎重な姿勢から、案件の獲得が困難な状況で推移いたしました。 

  このような環境の中、情報システム関連事業におきましては、ハードウェアビジネスを中心に売上高が

増加し、特に大規模なパソコン代替案件が予想以上に伸張し、売上高を牽引いたしましたが、利益への貢

献は限定的なものにとどまりました。また、平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災の影響により、

予定していた案件の逸失や延期が発生し、予定していた収益の確保には至ることができませんでした。 
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  人材派遣事業におきましては、人材派遣業の環境の悪化は依然続いているものの、営業部員を増員し、

派遣スタッフの増加を目指す営業活動を行うとともに、経費削減努力を行ってまいりました。平成 23 年

３月 11 日に発生した東日本大震災の影響により、一部の派遣先への立ち入りができない状況が発生した

ものの、当期の損益に与える影響は軽微でありました。 

  これらの結果、通期における当社グループの連結業績は、売上高は 8,892 百万円(前回予想比：1,402

百万円増)となる見込みであります。過年度訂正処理に係る第三者調査委員会の調査費用９百万円、訂正

監査業務報酬７百万円及び過年度有価証券報告書等の作成費用１百万円を営業費に計上した結果、営業利

益は 254 百万円(前回予想比：46百万円減)、経常利益は 257 百万円(前回予想比：43百万円減)となる見

込みであります。また、特別利益に投資有価証券売却益 26 百万円(前回発表予想に織込み済)、特別損失

に閉鎖型企業年金終了に伴う退職給付制度終了損 32 百万円及び過年度訂正に係る課徴金 3 百万円(下記

「(３)特別損失の計上」を参照)等を計上し、当期純利益は151百万円(前回予想比：44百万円減)となる

見込みであります。 

 

(２)通期個別業績予想 

  通期個別業績予想につきましては、通期連結業績予想の情報システム関連事業と同様の理由により、売

上高は7,329百万円(前回予想比：1,399百万円増)となる見込みであります。また、平成23年１月28日

に訂正有価証券報告書等の提出及び過年度決算短信等の訂正発表を行っておりますが、当該過年度訂正処

理に関し、第三者調査委員会の調査費用９百万円、訂正監査業務報酬７百万円及び過年度有価証券報告書

等の作成費用１百万円を営業費に計上しており、その結果、営業利益は227百万円(前回予想比：48百万

円減)、経常利益は231百万円(前回予想比：44百万円減)となる見込であります。また、特別利益に投資

有価証券売却益26百万円(前回発表予想に織込み済)、特別損失に退職給付制度終了損32百万円及び過年

度訂正に係る課徴金3百万円(下記「(３)特別損失の計上」を参照)等を計上しております。それらの結果、

当期純利益につきましては、125百万円(前回予想比：45百万円減)となる見込みであります。 

 

  平成 23年３月期の期末配当につきましては、前回予想通り１株当たり2,500円とさせていただく予定

であります。 

 

(３)特別損失の計上 

  当社は閉鎖型確定給付企業年金制度について『東日カーライフグループ企業年金』に属しておりますが、

親会社である株式会社東日カーライフグループが平成 22年 12 月 20 日付で発表した「閉鎖型確定給付企

業年金制度終了に関するお知らせ」の通り、企業年金制度を平成 23 年５月末日をもって終了することに

伴い、積立不足額の一括拠出負担額として、当期に退職給付制度終了損 32 百万円を特別損失に計上する

ものであります。なお、親会社であります株式会社東日カーライフグループは、平成23年４月28日付で

日産東京販売ホールディングス株式会社に社名を変更しております。 

  また、過年度訂正処理に関し、平成23年３月８日付「証券取引等監視委員会による課徴金納付命令の

勧告について」及び平成 23 年４月７日付「金融庁による課徴金納付命令の決定について」においてお知

らせした通り、納付すべき課徴金の額が３百万円(納付期限 平成 23 年６月８日)と決定したことに伴い、

当期に３百万円を特別損失に計上するものであります。 

 

 

 

(注)上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今

後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

 

以  上 


